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 Ⅰ 概要   

１ 指定校の一覧 

設置者 学校種 学校名 

公立 特別支援学校 京都
きょうと

府立
ふ り つ

盲
もう

学校
がっこう

 

公立 特別支援学校 京都府立聾
きょうとふりつろう

学校
がっこう

 

公立 特別支援学校 京都
きょうと

府立
ふ り つ

向日
む こ う

が
が

丘
おか

支援
し え ん

学校
がっこう

 

公立 特別支援学校 京都
きょうと

府立
ふ り つ

宇治
う じ

支援
し え ん

学校
がっこう

 

公立 特別支援学校 京都
きょうと

府立
ふ り つ

城陽
じょうよう

支援
し え ん

学校
がっこう

 

公立 特別支援学校 京都
きょうと

府立
ふ り つ

八幡
や わ た

支援
し え ん

学校
がっこう

 

公立 特別支援学校 京都
きょうと

府立
ふ り つ

南山城
みなみやましろ

支援
し え ん

学校
がっこう

 

公立 特別支援学校 京都
きょうと

府立
ふ り つ

丹波
た ん ば

支援
し え ん

学校
がっこう

 

公立 特別支援学校 京都
きょうと

府立中
ふりつちゅう

丹
たん

支援
し え ん

学校
がっこう

 

公立 特別支援学校 京都
きょうと

府立
ふ り つ

舞鶴
まいづる

支援
し え ん

学校
がっこう

 

公立 特別支援学校 京都
きょうと

府立
ふ り つ

与謝
よ さ

の
の

海
うみ

支援
し え ん

学校
がっこう

 

  ※京都府総合教育センター 

２ 研究テーマ 

自立と社会参加に向けた「各教科等を合わせた指導」の充実をめざした実践研究 

 

３ 研究の概要 

 特別支援学校においては、平成25年度京都府総合教育センターで作成した「各教科等を合

わせた指導ガイドブック」を基に、府立特別支援学校11校が協働で「各教科等を合わせた指

導」の授業研究に取り組んだ。授業研究では、①子どもの実態把握、②指導計画、③授業づ

くり（学習指導案の作成）、④授業改善の４点と学習指導要領解説に示された「考慮する点｣

を踏まえて研究を進めるとともに、学校間がチームとなって授業研究を進める研究体制を構

築した。授業研究会の集大成として事業報告会を開催するとともに、研究成果として学習指

導案集（「各教科等を合わせた指導ステップアップガイド」）を作成し、研究内容を発信す

ることで、「各教科等を合わせた指導」の効果的な授業づくりのポイント等を共有した。 

また、特別支援学級対象の研究については、府内小・中学校特別支援学級担任（京都市除

く）を対象に教育課程等の現状や学級担任の意識に係る調査研究から課題を把握し、分析及

び考察を行った。児童生徒の実態に合わせた教育課程編成に向けた具体的な視点を広めるこ

と、「各教科等を合わせた指導」の正しい理解を促すことを目的とした「特別支援学級担任

のための教育課程ハンドブック」を作成し、特別支援学級担任の幅広い授業力向上に向けた

発信を行った。 



４ 研究の成果 

 府立特別支援学校各校１名の若手教員を研究協力員として選出し、３つのグループに分か

れ、各校で｢各教科等を合わせた指導」の授業研究会を計11回実施した。12月には事業報告会

を実施し、府内小、中学校及び高等学校からの参加者を含め計200名以上の参加者があった。

各学校における「各教科等を合わせた指導」に関わる①アセスメント②指導計画③授業づく

り④授業改善のＰＤＣＡサイクルについて共有するとともに、学習指導要領解説の「考慮す

る点」に沿った事後研究会における活発な論議を通して、「各教科等を合わせた指導」にお

ける授業改善のポイントを明確にすることができた。 

 特別支援学級対象の調査研究においては、調査結果の分析・考察から、特別支援学級にお

いて編成される教育課程の傾向や、「各教科等を合わせた指導」の実施状況（実施率81％）

であること等が分かった。また、編成にあたっては前年度を参考にする場合がほとんどであ

り、児童生徒の実態を踏まえた教育課程編成の考え方を広め、「各教科等を合わせた指導」

についての基礎知識を広め理解を深める必要性が研究課題としてあるのではないか、という

仮説を立証する調査結果となった。 

 研究の成果として、特別支援学校における授業研究については、学習指導案集（「各教科

等を合わせた指導ステップアップガイド」）を府内に発信し、特別支援学校だけでなく、特

別支援学級や通常の学級においても参考になる授業づくりのポイントを発信した。 

 また、特別支援学級対象の調査研究については、今後の研究への第一歩として、｢各教科等

を合わせた指導｣の授業づくりの参考となり、学級担任の発想の転換を図り、教育課程作成を

具体的にサポートする「特別支援学級担任のための教育課程ハンドブック」を作成し、府内

の全小・中学校（京都市除く）に配付した。特別支援学級担任の幅広い授業力の向上を目指

し、今後は実践研究を通して更に内容の検討及び精選をすすめていく。 

 

５ 課題と今後の方策 

 府立特別支援学校においては、「授業を京都府に、指導案を全国に」という緊張感をもっ

て、研究協力員を中心に各校が授業研究に取り組んだ。学習指導要領の基本を押さえ、学習

指導要領解説に示された考慮する点を踏まえて取り組んだ授業研究が、学習指導要領を更に

理解するための機会となり、共通の視点で授業づくりのポイントや改善点を考えることがで

きた。しかし、全国発信を視野に入れた「各教科等を合わせた指導」の実践例が少ないため、

今後も「各教科等を合わせた指導」の授業の共有が必要である。自立と社会参加を一層推進

する観点を踏まえ、各校における教育課程の改善も視野に入れた授業研究を実施し、府立特

別支援学校における「各教科等を合わせた指導」研究を複数年継続実施していく。 

 特別支援学級については、「特別支援学級担任のための教育課程ハンドブック」により、

教育課程編成の基本や、学習指導要領解説を踏まえた授業づくりのポイントについて共有し

た。今後は、府内の５市町と連携し、特別支援学級担任者会等から適切な教育課程編成の具

体的な方法や各教科等を合わせた指導の授業づくりの方法を検討し、特別支援学級モデルプ

ランとして提案する。また、インクルーシブ教育システムを踏まえた交流及び共同学習の在

り方や校内体制の構築についても研究を進めていく。 


